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居宅介護支援事業・介護予防支援事業・地域密着型サービスに関する留意事項 

 

令和７年４月 介護保険課 

 

１ 地域密着型サービスについて 

地域密着型サービスは、認知症になっても住み慣れた地域で生活できるためのサービス

のため、宇部市の地域密着型サービスは、原則、宇部市被保険者が利用し、他市被保険者は

利用できません。サービス利用開始前に必ず介護保険被保険者証を確認してください。例え

ば、他市被保険者の方が直接宇部市の認知症対応型共同生活介護（グループホーム）に住所

を移し入所することは不適切です。 

 

２ 軽度者に対する福祉用具貸与のための事前申請について  

【ウェブ番号：１００１８９６（介護）、１００１８９７（予防）】 

軽度者（要支援１、要支援２及び要介護１の方）は以下の福祉用具貸与は、原則、保険

給付を算定できません。しかし、軽度者であってもその状態像により保険給付を算定でき

る場合があります。詳細は「軽度者に対する福祉用具貸与に関する宇部市ガイドライン」

をご確認ください。 

（１）車いす及び車いす付属品 

（２）特殊寝台及び特殊寝台付属品 

（３）床ずれ防止用具及び体位変換器 

（４）認知症老人徘徊感知機器 

（５）移動用リフト 

（６）自動排泄処理装置（軽度者＝要支援１、要支援２、要介護１～３） 

＜判定方法＞ 

❶認定調査結果で判断できれば、市への事前申請不要 

⇒担当者会議等で必要性を明確にし、記録をとる。市への事前申請は不要。 

❷－１ 認定調査結果で判断できない場合の、上記（１）車いす及び車いす付属品及び（５）

移動用リフトはケアマネジメントで判断する。チェックシートを作成し、担当者会議等で

必要性を明確にし、記録をとる。市への事前申請は不要。 

❷－２ 認定調査結果で判断できない場合の、（２）（３）（４）（６）は事前申請を市へ提

出すること。例外給付の対象となるには、事案Ⅰ、Ⅱ、Ⅲのいずれかであること。 

  

３ 介護保険施設等における事故発生時の報告について  

【ウェブ番号：１０２３５０８】 

運営基準の定めにより、介護保険サービス提供時に事故が発生した場合は、市町村、利用

者の家族、利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じな

ければならないこととされています。 

令和６年１２月に通知したとおり、今後は任意様式での提出は不可とし、宇部市の様式で

の提出のみ受け付けます。 
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以下に該当する事故が発生した際は速やかに（遅くとも 5日以内）事故報告書をご提出く

ださい。原則メール（パスワード付き）で報告 

①死亡、重体、重傷（７日以上の入院）の場合 

②医師（施設の勤務医、配置医含む）の診断を受け投薬、処置等何らかの治療が必要となっ

た場合 

③火災、事故、入所者失踪など消防又は警察機関に要請を行った場合 

④上記以外であっても、家族等との間でトラブルが生じている場合 

 

４ 高額介護（予防）サービス費、負担限度額認定における基準額等の調整について 

令和７年８月から利用者負担段階区分の基準額が以下のとおり変更になります。 

なお、介護保険料の算定は令和７年４月から施行されています。 

＜令和７年７月まで＞８０万円 

＜令和７年８月から＞８０万９千円 

 

 

５ 高額介護（予防）サービス費の差額調整について 

高額介護（予防）サービス費とは、１か月に支払った利用者負担額が、一定の上限額を超

えた場合、その超えた分が利用者等に払い戻されるものです。対象者に勧奨通知を発送して

おり、事業所の請求から３か月後に利用者に払い戻しを行っています。 

事業所からの保険請求に基づき算定するため、事業所での請求誤り等が発生し、請求が取

り下げられた場合、既に支給された高額介護（予防）サービス費支給額に変更が生じる場合

があります。このような場合については、下記のとおり取り扱うこととしました。※請求前

にご確認いただくことで、過誤の件数を減らし、適正な保険請求にご協力をお願いいたしま

す。 

【追加支給の場合】 

事業所、利用者ともに特段の手続きは必要なし。 

【返還の場合】 

① 市が事業所宛に、返還に係る納付書等を郵送 

② 事業所は利用者又は利用者家族に、以下２点について説明 

・請求に過誤があったこと 

・過誤により既に支給している高額介護（予防）サービス費に返還が生じること 

③ 事業所は利用者又は利用者家族に納付書等を渡し、指定の期日までに納付するよう伝え

る。 
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６ 令和７年度サービス提供体制強化加算の算定について 

令和７年度におけるサービス提供体制強化加算については、原則として前年度の実績（令

和６年４月～令和７年２月）に基づき、当該加算を算定できるか否かが決定されます。 

つきましては、当該加算を算定している事業所においては、算定できるか否かの確認を行

い、変更になる場合は、至急、変更届の提出をお願いします。 

 

７ 市への問い合わせについて 

【居宅介護支援事業者 ウェブ番号：１００１９２１】 

【地域密着型サービス事業者 ウェブ番号：１００１９１８】 

 省令、解釈通知、介護サービス関係 Q&A集等の関係法令を参照のうえ、解決できな

いものについてお問い合わせください。 

また、質問の際は、電話ではなく市公式ウェブサイト掲載の質問票を用い、メールに

てお問い合わせください。 

 

８ その他 

・介護現場におけるハラスメントについて（チラシ） 

・介護保険制度における福祉用具販売の種目について（通知） 

令和７年２月７日付 宇介第７７９号 

・福祉用具貸与における「踏み台付き手すり」の取り扱いについて（通知） 

令和７年３月１３日付 宇介第８７６号 

・高齢者向け住まいについて【ウェブ番号：１０２４７１１】 

 


